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【コロナ禍長期化における働き方意識調査 2022】 

スタートアップ従業員の 6 割以上がハイブリッドワークを実現 

全体平均の 5 割強を上回る結果に 
 

スタートアップ経営者層の約 7 割が会社の成長にオフィス戦略が影響を与えると回答 

一方、IT 環境設備への取り組みは全体平均より 10 ポイント以上低く、スタートアップの課題も明らかに 

 

 

 

フレキシブルオフィスを展開する WeWork Japan 合同会社（東京都港区、最高経営責任者：ジョニー ユー、

以下 「WeWork Japan」）は、主にオフィス内で勤務し、従業員 20 人以上の企業に勤める方 1,400 名（経

営者・人事・総務：700 名 一般従業員：700 名 / 各層のうち WeWork 利用者 100 名）を対象に、「コロナ

禍長期化における働き方」に関する調査を実施しました。本調査結果のニュースリリースは「①一般従業員お

よび経営者・人事・総務の意識調査」「②スタートアップに勤める一般従業員および経営者・人事・総務の意

識調査」「③一般従業員および経営者・人事・総務全体と WeWork 利用者の意識調査比較」に分けてまとめ

ており、本リリースは「②スタートアップに勤める一般従業員および経営者・人事・総務の意識調査」となり

ます。 

 

※同調査では、設立 10 年以内の会社を「スタートアップ」と定義。 

※同調査では、オフィス出社、在宅勤務、および自宅以外のサードプレイスなどを組み合わせた柔軟な働き方を「ハイブリッドワー

ク」と定義。 

 

■「コロナ禍長期化における働き方」に関する調査データサマリー

 

ハイブリッドワークの現状と今後 

● スタートアップの従業員の 62.1％が、ハイブリッドワークを認められていると回答。全体平均 55.6％よりも高

く、より柔軟な働き方が浸透しているとみられる。 

● 上記の設問で認められていないと回答した人のうち、約半数の 52.8％が認めてほしいと回答。今後、スタート

アップにおいて、益々多様で柔軟な働き方が求められると予想される。 

 

働き方の裁量 

● スタートアップの従業員も 86.3%が、どのような場所で、どのように働くかについて自分で裁量を持ちたいと

回答。全体平均の 83.4％と同水準。 

● スタートアップの経営者層の 79.7％は、従業員がいつ、どのような場所で、どのように働くかについて全てま

たは半分以上任せてよいと回答。全体平均の 69.4％を 10 ポイント以上上回る結果。 

 

 



 

オフィスへの出社 

● スタートアップの従業員で毎日オフィスで働きたいと回答したのは 13.7％。全体平均（24.8％）、従業員数

1,000 人未満（33.7％）、従業員数 1,000 人以上（18.4％）と比較しても、毎日オフィスに出社する従来の働

き方にとらわれない柔軟性を求める傾向がみられる。 

● スタートアップの経営者層においても、毎日オフィスで働きたいと回答したのは 20.3％で、全体平均

（30.3％）よりも大幅に低い傾向。 

 

オフィス戦略 

● スタートアップ経営者層の 67.8％が会社の成長にオフィス戦略が影響を与えると回答。全体平均の 57.3％を

10 ポイント以上上回る結果となり、オフィス戦略を重視していると見られる。 

 

働き方の価値観 

● スタートアップの従業員は、働く上での価値観として、ウェルビーイング（78.9％）、コラボレーション

（70.5％）、オープンイノベーション（57.9％）を重要視しており、各項目において全体平均より 10 ポイント

ほど高い。また、クリエイティビティ（60.0％）、ダイバーシティ（64.2％）も全体平均よりも高い傾向。 

● スタートアップの経営者層は、ウェルビーイング（55.9％）、オープンイノベーション（50.8％）、クリエイ

ティビティ（62.7％）、ダイバーシティ（59.3％）が全体平均より高く、従業員とほぼ同じ価値観を重要視す

る傾向が見られた。 

 

業務上の課題 

● スタートアップの従業員は、精神面の負担・疲労（47.4％）、身体面の負担・疲労（29.5％）、社内外での偶

発的な出会い・コミュニケーション機会の確保（20.0％）に課題を感じており、それぞれ全体平均よりも高い結

果に。 

 

人事施策 

● スタートアップの従業員の 25.3％は、「優秀な人材確保のための取り組み」を人事施策の中で重要視してい

る。これは調査対象の全体平均 15.2％と比較して約 10 ポイント高い結果。 

● 一方、スタートアップの経営者層においては、「優秀な人材確保のための取り組み」を重要視するのは 13.6％

に留まり、全体平均 24.8％と比較して 10 ポイント以上低い傾向。従業員と経営者層の意識に、乖離が見られ

る。 

● また、同設問におけるスタートアップ経営者層の回答は、いずれの選択肢においても全体平均よりも低く、人事

施策への意識や注力度が低い傾向が読み取れる。 

 

企業が成長するために必要な制度・取り組み 

● スタートアップの従業員は、DX の推進（28.4％）、企業風土や自社の伝統を重視・浸透させること（23.2％）

が企業が成長するために重要だと考えており、全体平均よりも高い結果に。 

● 一方、スタートアップ経営者層においては、DX の推進を重要視するのは 25.4％に留まり、従業員との意識の差

が見られた。 

● また、働く環境やツールの環境整備への取り組みについては、スタートアップ経営者で IT 環境整備に取り組ん

でいると回答した人が 33.9％に留まり、全体平均の 50.3％を大きく下回る結果に。 

 



 

今回の調査結果から、スタートアップ企業は、より柔軟な働き方が浸透していることが明らかとなりました。約 6 割以

上の従業員がハイブリッドワークを実施し、全体平均の 5 割強を上回っています。また、ハイブリッドワークが認めら

れていないと回答した従業員のうちの約半数が今後認めてほしいと回答。今後スタートアップ企業が優秀な人材を獲得す

るためには、柔軟な働き方の整備が必須と考えられます。 

また、ハイブリッドワークを実施するにあたり、従業員の勤怠管理に議論が及ぶことが多いですが、今回の調査結果で

は、スタートアップの従業員の約 8 割以上がどのような場所でどのように働くかについて自分で裁量を持ちたいと回答

し、スタートアップの経営者層の約 8 割も、同様の設問において全てまたは半分以上従業員に任せてよいと回答。働き

方の裁量を従業員に持たせ、各人が最適な環境でパフォーマンスを発揮できるように推し進めたい傾向が見られました。 

オフィスへの出社頻度は、コロナ禍以前の働き方が大きく見直され、毎日オフィスで働きたいと回答したスタートアップ

従業員は１割強、経営者層も同水準となり、全体平均よりも低い結果に。しかし、経営者層の約７割が会社の成長にオフ

ィス戦略が影響を与えると回答し、従来のオフィスの役割とは異なる、新たなオフィス価値を見出しつつあるように見受

けられます。 

働く上での価値観は、従業員・経営者層共に、ウェルビーイング、ダイバーシティが共通して重要視されていますが、一

方で、従業員の業務上の課題は精神面・身体面の疲労、社内外での出会い・コミュニケーション機会などが挙げられまし

た。人事施策においても、優秀な人材確保のための取り組みを重要視する従業員が多い傾向が見られましたが、逆に経営

者層では人事施策に関する意識が低い結果に。先進的な働き方を実践しながらも、これらの課題にいかに取り組み、働く

上での価値観を満たして従業員の満足度を上げていくかが今後の鍵となりそうです。 

会社が成長するための制度や取り組みにおいては、DX の推進と回答した従業員が多かったのに対し、経営者層は全体平

均よりも低い傾向となり、また IT 環境整備に取り組んでいると回答した経営者層も全体平均を大きく下回りました。今

後、政府や自治体の支援を加速させてデジタル化を推進することで、スタートアップの労働環境を更に充実させることが

必要であると考えられます。 

 

■調査詳細 
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■調査概要 
・調査名：コロナ禍長期化における働き方意識調査 

・調査エリア：首都圏(1 都 3 県)、関西圏(京都・大阪・兵庫・奈良)、中京圏(愛知・三重)、宮城、福岡 

・方法：インターネットリサーチ 

・調査対象：20～60 代男女 

・回収サンプル：主にオフィス内で勤務し、従業員 20 人以上の企業に勤める方 1,400 名 

・調査期間：2022 年 7 月 25 日(月)～2022 年 7 月 27 日(水)、追加調査：9 月 8 日(木)～9 月 9 日(金) 

 



 

 

■ WeWork Japan 合同会社の概要■ 

2010 年に米・ニューヨークで創業した WeWork は、全世界 38 か国 150 都市以上 777 拠点*でフレキシブルオフィス

を展開しています。 WeWork Japan は、2018 年 2 月に国内初となる拠点を東京で開設。創造性や生産性が高まる空間

デザインを用いたワークスペースにおいて、月単位での契約、1 名から数百名規模の拡大・縮小や、国内 30 拠点以上の

横断的な利用が可能なプロダクトや、柔軟なオフィスソリューションを提供しています。また、スタートアップから大企

業、自治体や NPO 団体など、多種多様なメンバーが入居する WeWork では、業界業種や企業の壁を越えたコミュニテ

ィが形成され、ビジネスにおけるコラボレーションを多く創出してきました。 

「変化は、ここで創造する。」 WeWork Japan は、今後も新時代の多様な働き方を支援し、イノベーションやコラボレ

ーションを促進する新しいオフィスの価値を提案してまいります。https://weworkjpn.com/   * 2022 年 6 月時点 

本お知らせは、WeWork Japan 合同会社、あるいは株式会社プラップジャパンと以前お取引のあった報道関係者の皆様へご案内して

おります。取材のご相談などございます際は、以下の問合せ先までご連絡いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

[WeWork に関するお問い合わせ先] 

WeWork 広報本部 平位・中村・坂元 

press@wework.com 

 

WeWork Japan PR 事務局 

株式会社プラップジャパン 藤沢・岡根谷 

wework@prap.co.jp 
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